
【施策の体ኒ】 【施策の方向】

Ĭ防災・防ཛ・交通
安全の地域活動を
広める

ĭ 災 害 に 強 い ෞ
防・防災体制を整え
る

Į生活Ⴛᛩがしや
すい体制を整える

į交通安全や防ཛ
の環境を整える

İүᨖሖ所の災害
を防止する

៲ᡈな地域を災害やཛፕ、事૏からܣるため、関係機関や学校、自治会・町内会などと
連携しながら、防災・防ཛ・交通安全の地域活動を広めていきます。
また、防災᚞ጀや災害૔я物資の備ᔛを行うとともに、ハǶードȞッȗ等により、防災
に関する情報੩̓にѐめます。

市では、今後見直しが行われる県の地域防災計画との整合性を図り、඾ඬ対策も含めて
能代市地域防災計画の見直しを行います。
災害時の迅速な情報ˡ達のため、二ツ井地域に整備されている防災行政໯ዴをਘࢌし、
能代地域全域に整備します。
適Џに管理されていない空き家等のբ題に対しては、国の動向やέ進自治体の取組も参
ᎋにしながら、条例制定も含めた対応を検討します。
ෞ防ׇについては、機能別ׇ員、ڡ性ׇ員のਘ充や協力事業所へのૅੲ制度など、ׇ員
確保と活動しやすい環境Ʈくりにѐめます。
また、ෞ防ׇ組織のϐዻ等について検討を進めるとともに、自主防災組織の育成・連携
を図ります。
ࠝ備ෞ防については、専門性を高めるとともに、広域חのスǱールȡリットを活かした
取組を進めます。

市民生活上のさまざまなႻᛩƝとについて、ෞ費生活Ⴛᛩ員をはじめ、市民生活Ⴛᛩ員
や教育Ⴛᛩ員などの設置により、៲ᡈな生活ח内でႻᛩできる体制を整えます。

高ᱫ者をはじめとして交通安全意識の向上にѐめるとともに、交通安全のためのғ画ዴ
やༀ明໊、カーȖȟȩーの設置や管理、夜間の防ཛのための街໊の設置や管理など、交
通安全や防ཛの環境を整えます。

቟代߷のේ൦ᘮ害を防ƙため、流域市町村と連携して国にඕ߷整備を働きかけるととも
に、࣯ͼ૲地やがけ地など、үᨖሖ所の災害防止にѐめます。

【めざす姿や状態にᡈƮくためのஓましい取組】

取組の主体 取組内ܾ

市民

○自主的な防災対策を心がける

○自治会・町内会の活動や防災᚞ጀにᆢಊ的に参加する

○ᢤᩊ場所の確ᛐやᢤᩊ᚞ጀを行う

○地域の見ׅりや児童生ࢻへの٣かけ運動・見ܣりを行う

○ᚴഖやᚧբᝤ٥等のトȩȖルに関するѠ強会や٣かけを行う

各ᆔׇ体等

（ ᳽大学等含

ǉ）

○៲ᡈなまちഩきなどでүᨖሖ所をȁェッǯする（自治会・町内会等）

○住宅用້災報ჷ֥の設置率を高める（້災予防組合等）

○防災᚞ጀを定期的に行う（自治会・町内会等）

○災害時のҔࠖなどの෉ᢔ体制を確ᇌする（Ҕࠖ会、Ҕၲ機関等）

○地域の商店等と᩼ࠝ時の協力体制を構ሰする（自治会・町内会等）

○行政機関等と連携して通学ែの点検・ȑトȭールを行う（自治会・町内会、᳊᳎᲻等）

○自᠃車や自動車のȞȊー向上のため街᪽指ݰを行う（交通安全協会等）

事業者等

（生産者等含ǉ）

○地域と連携し災害時に૔я物資などの物的ૅੲや人的ૅੲを行う

○防災᚞ጀを定期的に行う

を図るࡁ࣋のܣ業員への安全運᠃ᜒ፼の実施やඥˋ᪯ࢼ○

○ᚴഖᘮ害等の防止のため٣かけを行う

行政機関

○災害時のԗჷ方ඥを整備し、ዬ࣯ᢤᩊ場所を指定・ԗჷするなど、ࠝに新しい情報を੩̓する

○防災教育にѐめる

○住宅用້災報ჷ֥の設置率を高めるためԗჷにѐめる

○自治会・町内会同ٟの情報交੭・共有の場をつくるなど連携を図る

○地域と連携して通学ែの点検を行う

○ᚴഖやᚧբᝤ٥等のトȩȖルに関するᜒ座等、情報共有にѐめる

○広報やȡール、ׅᚁெ等を活用し、情報共有のࡁ࣋・強化を図る

○公共施設の᎑ᩗᚮૺやો修にѐめる

政策３ １

政策（１） 安全な୥らしをܣる防災・防ཛ体制

【現状と課題】
○地域住民による防災・防ཛ・交通安全活動
の通学時のࢻくの自治会・町内会で防້・防災活動、交通安全運動、防ཛ・᩼行防止活動を行っています。また、児童生ٶ
安全確保のために、地域住民が中心となった見ܣりや٣かけなどの活動・取組も行われています。ி日本大ᩗ災後の防災意
識の高まりから、自主的に防災、ᢤᩊ᚞ጀに取り組ǉ自治会、町内会が増えています。

○ி日本大ᩗ災後の国、県の防災体制
ி日本大ᩗ災では、広ር׊にขЦなᘮ害が発生し、ෞ防、防災機関の活動が᡿れました。国では、その教᚞を踏まえ、災害
対策基本ඥの一部ો正を行いました。
また、秋田県では、地ᩗᘮ害想定調査の結果に基Ʈき平成２Ჯ年度஛までに地域防災計画の全᩿的な見直しを行う予定です。

○空き家等の増加
適Џに管理されていない空き家等は年ŷ増加ͼ向にあり、住民からのᒊ情やႻᛩも増加しています。市では、空き家等につ
いてෞ防ፙと情報を共有し状況の৭੮にѐめています。

○ෞ防ׇ員の減少、サȩリーȞン化
全国的に、ෞ防ׇ員の減少やݼ業࢟態の変化などにより、地域におけるෞ防力の˯ɦがүƙされています。本市でもׇ員数
は定数ൔでᲳ割をЏり、また、ׇ員の７割強がサȩリーȞンとなっています。地域におけるෞ防力を維持していくため、ࡽ
き続きׇ員確保に向けたᆢಊ的な取組と、ׇ 員が活動しやすい環境Ʈくりにѐめるとともに、ෞ防ׇ組織のϐ検討が必要と
なっています。

○້災の状況と予防
ࠝ備ෞ防は、能代ޛ本ח域で広域的に実施しています。管内の້災発生件数は、全国平רよりやや˯く、減少ͼ向にあるも
のの、໲ര者数は増加ͼ向にあります。今後も住宅用້災ᜩ報֥の設置のԗჷ等、້災予防にѐめる必要があります。

○቟代߷などඕ߷増൦への൦害対策
平成 年、２１年の൦害を踏まえて作成したව൦ハǶードȞッȗ等を活用し、ේ൦想定ғ域やᢤᩊ場所を住民にԗჷして
いくとともに、関係機関との連携強化や住民への情報ˡ達手段の確保にѐめる必要があります。

○Ѕफཛፕの発生
ᡈ年、本市でも、強Ⴍ事件やൈ人事件などのЅफཛፕが発生しています。高ᱫ者をƶらった振り込めᚴഖやफឋリフǩーム、
インターȍットや携࠘ᇢ஛などを利用したफឋ商ඥなどにもද意が必要となっています。地域住民やᜩݑፙ、学校など関係
機関と一体となった防ཛ体制により、地域の安全をܣっていく必要があります。

○高ᱫ者の交通事૏
交通事૏件数が減少しているͼ向にあるとはいえ、依然として高ᱫ者の交通事૏件数の割合は高い状況にあります。そのた
め、高ᱫ者ドȩイȐーによる事૏を抑止するため、運᠃βᚩの自主ᡉ納や高ᱫ者を交通事૏からܣるためӒݧெのᣐࠋ等、
これまで以上に取り組ǉ必要があります。

○交通安全ᣃ市ܳᚕ、交通事૏のない安全で安心して୥らせるまち
市民がともにഩǉ新たなᢊしるべとして、交通安全意識の高੬と交通環境の整備など、交通事૏のない安全で安心して୥ら
せるまちをめざすことをܳᚕしています。

【めざす目標指標】
指 標 現 状 Ჯ年後の目標

（平成２Ჳ年度）

備 ᎋ

災害などもしもの場合に普段から備えること

を心がけている市民の割合 （ 年度）

市民意識調査

防災᚞ጀ参加者数 人

（ 年度）

人

ෞ防ׇ員の定員の充足率

（ 年度）

がけ地ᡈ੗等のүᨖ住宅の戸数 戸

（ 年度）

戸

能代ᜩݑፙ管内の交通事૏ര者数 人

（ 年）

人

能代ᜩݑፙ管内のཛፕ件数 件

（ 年）

件

基本構想でめざす

姿や状態 
○普段からෞ防や防災、防ཛの意識を持ち、ཛፕやトȩȖルがなく、地域が安全で୥らしやすい
こと。

○安全に通行できる環境があり、交通安全の意識がේ透し、交通事૏を防ƛること。
 。いᇌ場の人のᘮ害を防ƛることࢊどもや高ᱫ者など܇○

基本目標３ 安全と安心のまち
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【施策の体ኒ】 【施策の方向】

Ĭᢊែ整備や੎൦
対策などを連携し
て行う

ĭᨊ੎ᩌを連携し
て行う

Į効率的な交通ዡ
を確保する

į利便性の高い高
速交通ȍットȯー
ǯを確ᇌする

地域から要ஓのٶい生活ᢊែやഩᢊ、ͨไ、੎൦ែなどの生活環境の整備は、ዬ࣯性や

費用対効果の高いものをΟέ的に実施します。

すƙにბ手できないものであっても、実施に向けた可能性や手᪯などの情報を市民と共

有しながら、地域の協力や連携により対応可能なものについては、Οέ的に行っていき

ます。

Ϥ期間の࠴ዴᢊែや生活ᢊែなどのᨊᩌにより、通行の確保にѐめるとともに、地域の

ᨊ੎ᩌ作業のための機఺の᝱Јしなどのԗჷや体制Ʈくり、高ᱫ者ɭ࠘などを地域や社

会でૅえるˁ組みƮくり、੎ᩌ場所の確保にѐめ、自治会・町内会などと連携してᨊ੎

ᩌを行っていきます。

ែዴȐスや市街地߹ׅȐス、ȞイタウンȐスの効率的な運行と利便性の向上、公共交通

の空ႉ地域での交通手段の確保などを図り、人の移動により交流人口を増やすことで、

まちのにƗわいにつなƛていくとともに、国や県の動向、事業者の取組などと連携しな

がら、ᛡもがࣛ適に移動できる効率的な交通ዡの確保にѐめます。

秋田自動車ᢊについては、能代ลからの物流を含めた県҅地域へのアǯセス向上のため、

ඝዴ市町村と連携して、国などに二ツ井ႉᅕ᳃Ჽ᳸大᫾能代空ล間のଔ期ბ߻、整備̟

進を働きかけ、大᫾能代空ล、秋田新࠴ዴ、נ来ዴ、秋田空ลなどの交通拠点の有効活

用を含め、利便性の高い高速交通ȍットȯーǯの確ᇌにѐめます。

【めざす姿や状態にᡈƮくためのஓましい取組】

取組の主体 取組内ܾ

市民

○自治会・町内会の活動やᨊ੎ᩌ活動にᆢಊ的に参加する

○ᨊ੎ᩌが׉ᩊな家ࡊのᨊ੎ᩌに協力する

○੎ᩌ場所の確保に協力する

○公共交通機関の利用を心がけるとともに、ોծに向けᆢಊ的に参画する

各ᆔׇ体等

（ ᳽大学等含ǉ）

○自治会・町内会活動など地域活動へのᆢಊ的な参加をԠƼかける（自治会・町内会等）

○ᨊ੎ᩌを含め生活ᢊែなどの確保を図る（自治会・町内会等）

○定期的なᨊ੎ᩌ活動を行う（自治会・町内会）

○੎ᩌ場所の確保に協力する（自治会・町内会）

○高ᱫɭ࠘等へのᨊᩌȜȩンティアなど、ᨊ੎ᩌ活動に参加する（自治会・町内会Ȝȩンティアׇ

体、シルȐー人஬センター等）

事業者等

（生産者等含ǉ）

○所有する空き地などを੎ᩌ場所として੩̓する

○ᨊ੎ᩌ用機఺を͈りやすくする（機఺取ৢい業者）

○ȐスやȐスͣへの広告掲載などを行う

○利用者アンǱート等によりȐスの運行時間やែዴを見直すとともに、効率的で安全・安心な運行

を行う

○ʼ護タǯシーのݰ入を進める

行政機関

○੎ᩌ場所の確保のため土地所有者への協力依頼にѐめる

○市民の٣をᨊ੎ᩌ計画に生かす

○有ΝȜȩンティアのݰ入について検討を行う

○公共交通の適Џな運行をૅੲするとともに、市民、事業者等との協働によりોծに向けた取組を

進める

○高ᱫɭ࠘等に対するૅੲを行う

政策３ ２

政策（２） 機能的で利用しやすいᢊែ・交通ȍットȯーǯ

【現状と課題】
○自治会・町内会の要ஓがٶい生活環境整備

ࣛ適で住みᑣい୥らしのために、自治会・町内会から、生活ᢊែやഩᢊ、ͨไ、੎൦ែなど、生活環境の整備

に関する要ஓが市にٶく݃せられており、ዬ࣯性や費用対効果の高いものからΟέ的に実施していますが、す

ƙにბ手できないものがٶいのが現状です。៲ᡈな生活環境をࣛ適に維持していくには、日ࠝのᢊែฌੈや定

期的なͨไฌੈなど、地域の力によって成りᇌつものもٶくあります。

○ᨊ੎ᩌは力を合わせることが重要

市では、Ϥ期間の通行を確保するため、࠴ዴᢊែや生活ᢊែを中心にᨊᩌを行っています。ᨊᩌ後のᩌ݃せは

各ɭ࠘の作業になりますが、平成 年ᝍᩌは、特に高ᱫ者ɭ࠘などを地域や市民がૅえ合うことでʈりЏる

ことができました。地域での੎ᩌ作業には、機఺の᝱Јしも行っており、市民と市が力を合わせることが重要

となります。また、੎ᩌ場所の確保が課題となっています。

○地域の公共交通

自動車社会となっている中で自家用車やβᚩを持っていない高ᱫ者など移動手段を持たない人が増えており、

公共交通を必要とする意見がٶくありますが、Ȑス、タǯシーの利用者は年ŷ減少しています。各公共交通機

関の利便性の向上や公共交通の空ႉ地域の解ෞなどが課題となっています。

○高速ᢊែのȟッシングリンǯの解ෞ

秋田自動車ᢊ࿃ɯ能代ᢊែは、平成１Ჳ年に二ツ井ႉᅕ᳃Ჽが̓用開ڼされ、ბ実に整備が進んできました。

さらに平成２３年には二ツ井ႉᅕ᳃Ჽから大᫾能代空ล間の整備方ᤆも決まり、平成２４年度からはᢊのᬜƾ

たつい᳸大᫾能代空ล間が事業ბ手されています。

県҅部の秋田自動車ᢊでは、二ツ井ႉᅕ᳃Ჽ᳸ᢊのᬜƾたつい間のଔ期ბ߻がஓまれます。

○利便性の高いᤧᢊዡ

本地域ޛ来ዴは、地域住民の重要な移動手段であり、利便性を高めることが求められています。また、能代נ

の自治体やኺฎׇ体などで期成同Ⴑ会を組織し、フリーǲージトȬインݰ入による能代までの秋田新࠴ዴのࡨ

˦を働きかけてきましたが厳しい状況にあります。

【めざす目標指標】

指 標 現 状 Ჯ年後の目標

（平成２Ჳ年度）

備 ᎋ

ᢊែの整備ࡨᧈ（ોᑣ率）

（ 年度）

ᢊែの整備ࡨᧈ（ᑄᘺ率）

（ 年度）

ᨊ੎ᩌやฌੈ活動など、ᡈ所や自治会・町内会

などで協力しあう体制が整っていると࣬う市

民の割合

（ 年度）

市民意識調査

߹ׅȐスの１便平ר利用者数 人

（ 年度）

人

基本構想でめざす

姿や状態 
○生活ᢊែやഩᢊ、੎൦ែなどの生活基盤が整っていて、安全でࣛ適に୥らせること。

○ᨊ੎ᩌなどに地域住民やȜȩンティアなどの協力態Ѭが整っていて、ܓራをբわƣ安全に通行

できること。

○ែዴȐスなどの交通手段が整っていて、ࣛ適に移動できること。

基本目標３ 安全と安心のまち
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【施策の体ኒ】 【施策の方向】

Ĭ地域の特性を活

かした適正で効果

的な土地利活用を

進める

ĭ市街地の効果的

な土地利活用を進

める

市街地・ᠾ用地・ޛ間地などにおける、自然や૨化、産業ᨼᆢや社会資本など、それぞ

れの地域が有する資源をஇ大限に利活用しながら、特性に応じた機能や役割を担えるよ

う、適正で効果的な土地利活用を進めます。

また、ᆃࡀある市街地の࢟成を進めながら、高速ᢊែなど社会基盤のᇌ地特性を活かし

て効果が期ࢳできる能代ி᳃Ჽԗᡀなどについては、柔軟な土地利活用を進めます。

整備された社会資本を活かすため、行政施設が建ちɳƿ市ᢊᧈఌ町１ӭዴඝいを行政Ǿ

ーンとˮ置Ʈけし、また、行政機関をはじめとする公共公益施設や大型店の移᠃・流Ј

の抑制、市営住宅建替などによるއ住人口の確保にѐめ、市街地の効果的な土地利活用

を進めます。

また、中心市街地活性化計画の取組を進めるとともに、҅高跡地の効果的な活用も含め

て能代ᬜ前ԗᡀ活性化のための方策の検討を進めます。

【めざす姿や状態にᡈƮくためのஓましい取組】

取組の主体 取組内ܾ

市民

○地域資源を活かした活動やイșントなど、地域Ʈくりに参加する

○地域のᑣさ（資源）に関して学፼する

○所有地を適正に保全管理する

各ᆔׇ体等

（ ᳽大学等含ǉ）

○地域資源を活かした活動やイșントなど、地域Ʈくりを行う（まちƮくりׇ体等）

○地域のᑣさ（資源）に関する専門ჷ識を੩̓する（大学、研究機関等）

○地域のᑣさ（資源）を理解するためのȍットȯーǯƮくりを行う（大学、研究機関等）

○空き家に関する情報収ᨼに協力する（自治会・町内会）

事業者等

（生産者等含ǉ）

○空き地や空き店ᑄなど土地・物件の情報੩̓を行う（不動産関係事業者等）

○産直店を設けるなど、地Ψᠾ家とタイアッȗした事業ޒ開を図る（生産者、生産者ׇ体、᳄᲻

等）

○地域資源を活かしてᨼܲに結Ƽつける（商店主、商店会等）

○᎓作્ూ地対策としてᠾ産物の商Լ価͌を高めるとともにᝤែ開ਏにѐめる

行政機関

○適正な土地利用を指ݰする

○空き家等に関する情報੩̓を行う

○定住人口を増やすための施策を検討する

政策３ ３

政策（３） 効果的で調和のとれた土地利活用

【現状と課題】
○土地利用の状況

本市では、国道７号と１０１号、秋田自動車道が主な幹線道路になっています。臨海部には能代港を中心に工

業地帯が広がり、帯状の保健保安林をはさんで、市街地を形成しています。内陸部では能代東ＩＣ付近の工業

団地などが工業地帯を形成しています。市街地の周辺には田園地帯が広がり、周囲を山地が囲んでいます。さ

らに、二ツ井地域中心部は市街地を形成し、田園地帯や山地が囲んでいます。全体として、安全で安心して暮

らせるまちを実現するため、現在の土地利用を基本として、まちづくりを進めていくことが求められています。

○土地利用の方針

市では、土地利用に関し、国土利用計画、都市計画マスタープラン、農業振興地域整備計画を策定しました。

その中では、豊かな自然環境との調和を図りながら、それぞれの地域が、その特性に応じて必要な役割を担い、

各地域が連携することにより、市全体で都市機能を発揮していく土地利用方針を定めています。今後は、この

方針に従って適正な土地利用を図ります。

○既存資源を最大限に利活用

本市では、それぞれの地域が持つさまざまな特性を活かしながら地域づくりを進めています。それぞれの地域

が有する資源を最大限に利活用しながら、特性に応じた機能や役割を果たし、市全体として、魅力あるまちと

して成り立っていることが望ましいと考えられます。

○中心市街地活性化が課題

市では、中心市街地活性化が課題となっています。このため、市民や地域団体、商業者、地権者などで構成す

る協議会において、今後の中心市街地の活性化の基本方針、基本的な戦略、重点実施すべきエリア及び課題な

どを協議し、中心市街地活性化ビジョン、中心市街地活性化計画を策定して取組を進めています。

○北高跡地の利活用

北高跡地は中心市街地にある貴重な広い公共用地であり、県から譲渡された後、中心市街地活性化のために活

用することとしています。

【めざす目標指標】

指 標 現 状 ５年後の目標

（平成２９年度）

備 考

中心市街地活性化重点区域の空き店舗率

（ 年度）

中心市街地の歩行者・自転車の通行量 人

（ 年度）

中心市街地活性化計

画における目標値を

使用する

基本構想でめざす

姿や状態 
○それぞれの地域が持つ資源や特性、整備された生活基盤が活用され、この地域に合った良好な

都市形成が進むこと。

○定住人口や交流人口の確保により、中心市街地に活気があること。

基本目標３ 安全と安心のまち
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【施策の体ኒ】 【施策の方向】

Ĭއ住環境を整え

る

ĭ൦ᢊを効率的に

整備する

Įɦ൦ᢊなどを効

率的に整備する

į情報通信の利用

環境を整える

İᚃしまれる公ט

やඕ߷にする

現נ建替えを進めている௅ޛ町住宅と老朽化が進ǉɢ町住宅は、中心市街地のއ住人口

の確保も含め整備を進めるなど、އ住環境を整えていきます。また、他の市営住宅につ

いても公営住宅等ᧈݤԡ化計画に基Ʈくો修や維持補修を行います。

能代市൦ᢊ等整備計画に基Ʈき、ኺ営のͤ全化をᎋॾしながら、൦ᢊを必要とする地域

の整備を進めるとともに、老朽管の୼新や適正な維持管理を行うなど、൦ᢊの効率的な

整備を進めます。

市全体の生活੎൦処理整備構想に基Ʈき、ɦ൦ᢊなど施設の適正な維持管理を行うなど、

効率的な整備を進めます。

高度情報化社会へ対応するため、地域イントȩȍット、Ჽ᲻᳎᳐などの地域公共ȍット

ȯーǯ構ሰについての検討を進めるとともに、携࠘ᩓᛅやήȖȭードȐンドが利用でき

ない地ғや地上デジタル્ᡛᩊ視Ꭾ地ғの情報఍差解ෞにѐめます。

また、ᩓ܇自治体のਖ਼進と市民への情報セキュリティ対策のԗჷを図るなど、情報通信

の利用環境を整えていきます。

市民のকいや安らƗの空間である公טやඕ߷は、適正に維持管理しながら、地域にఌざ

したものとして、地域でग़ბを持って手入れができるˁ組みをつくるなど、ᚃしまれる

公טやඕ߷にしていきます。

能代ඕဝ公טは、事業ᛐ可ғ域の に጑ݱして整備を進めます。

【めざす姿や状態にᡈƮくためのஓましい取組】

取組の主体 取組内ܾ

市民

○整備されたᣃ市基盤を有効に使う

○情報セキュリティの意識を持つ

○地Ψの公טなどのฌੈや手入れに参加する

各ᆔׇ体等

（ ᳽大学等含ǉ）

○携࠘ᩓᛅやインターȍットなどの情報環境に関して地域の実情を৭੮する（自治会・町内会等）

○インターȍットなどを活用した地域Ʈくりに取り組ǉ（᳈᳊᳉ׇ体等）

○地Ψの公טなどのฌੈや手入れを行う（自治会・町内会、市民グルーȗ等）

事業者等

（生産者等含ǉ）

○民間活力を活かして市営住宅を整備する（住宅̓ዅ業者）

○高速大ܾ᣽通信ׅዴを૤設する（通信事業者）

○ᩓඬᨦ害に適Џに対応する（ビル所有者等）

○ή通信地域をਘ大する（通信事業者）

行政機関

○通信事業者へ設備整備の要ஓを行う

○通信事業者への財政ૅੲを検討する

○情報・通信環境を充実する

○൦ឋやᘓ生᩿の向上をԗჷし、上ɦ൦ᢊの加入率向上にѐめる

どもに対する生活環境教育を行う܇○

政策３ ４

政策（４） ࣛ適で୥らしやすい住環境

【現状と課題】
○市民に៲ᡈな公ט

公טは、市民に៲ᡈな休ऒやকいの空間として利用されているほか、地域の交流の場にもなっています。公טग़護会や関係

する自治会・町内会の協力により、環境፦化や維持管理が行われている公טもあります。自分たちの公טとしてग़ბを持ち

ながら、少しƣつ活動や取組につながっていくことが大Џです。

○能代ඕဝ公טの整備

能代ඕဝ公טは、やすらƗと๾いのある広場をоЈするため、ଯ和 年度から計画ғ域 として整備を進めてき

ており、事業ᛐ可ғ域は となっていて、市民ȗール、܇ども᫾、総合体育᫾、൦と階段の広場、ٶ目的広場など

が整備ฎみです。事業ᛐ可ғ域外 の予定施設は、他に᫏˩施設もあり、平成 年度の公共事業ϐ評価ݙᜭۀ員会

において、事業ᛐ可ғ域の に計画を጑ݱする方ᤆをᅆしています。

○൦ᡀ空間としてのඕ߷

国の቟代߷のඕ߷整備のほか、市では、೮ޛ߷運ඕのඕ߷整備を進めており、いƣれのඕ߷も自然を活かした߻ඥの੔用な

ど、Ǐとりや安らƗのある൦ᡀ空間としてもᣐॾしています。地Ψ自治会では、቟代߷ء防や೮ޛ߷運ඕの፦化活動として、

ఞのౡఎや保全を行うなど、市民のকいの場として、散策しながら൦にᚃしめる空間の整備にᝡྂしています。

○市営住宅の建替えや維持保全

本市の市営住宅は、現נ建替えを進めている௅ޛ町住宅を含めると、 ሖ所 戸になりますが、᎑用年限をឬえる住

宅が、Ჯ年後には 戸、 年後には 戸になることから、今後も計画的な建替えなどや維持保全が必要となって

います。民間の賃᝱住宅への入އɭ࠘が増加していますが、公営住宅は、住宅に׉っている˯所ࢽ者が入އ対ᝋのため、一

定の戸数の確保が必要となります。

○൦ᢊの整備状況

൦ᢊ普ӏ率は、平成 年度஛で となっています。生活ಮࡸや൦環境の変化に伴い、将来にわたり安全でおいしい

ᝅかな൦の̓ዅがஓまれており、ச普ӏ地域の解ෞやቇତ൦ᢊの統合など、൦ᢊの整備や充実が求められています。

○ɦ൦ᢊなどの整備状況

൲൦処理人口普ӏ率は、平成 年度஛で となっています。平成 年 உに策定した生活੎൦処理整備構想に基

Ʈき、効率的な整備を進めています。

○携࠘ᩓᛅやインターȍットの普ӏ、地上デジタル્ᡛへの移行

携࠘ᩓᛅやインターȍットは、市民生活に必要不可欠なものになってきていますが、市内には、携࠘ᩓᛅやήȖȭードȐン

ド（ឬ高速インターȍット）が利用できない地ғが一部にあります。平成 年からの地上デジタル્ᡛへのܦ全移行では、

テȬビᩊ視Ꭾ地ғが一部に発生しましたが、共同受信施設の整備によりほǅ解ෞされています。

○ȖȭードȐンドの状況

全国的にȖȭードȐンドの整備が進められてきています。通信事業者による整備が進まない地域では、自治体が施設間のȍ

ットȯーǯを構ሰする地域イントȩȍットや、ᡈ年では、Ჽ᲻᳎᳐（ǱーȖルテȬビ）ׅዴを利用するǱースもあります。

ȖȭードȐンドの整備には、᲻Ჾ᳍᳆、ήǱーȖル、໯ዴ᳆᲻᳈などさまざまな手ඥがあるほか、新しい໯ዴ方ࡸの開発な

ど、২ᘐ᪃新のᓸしい分᣼でもあり、また、新たな事業者の参入も進んできていることから、情報収ᨼにѐめながら、住民

ニーǺや効果を見ಊめる必要があります。

【めざす目標指標】

指 標 現 状 Ჯ年後の目標

（平成２Ჳ年度）

備 ᎋ

൦ᢊ普ӏ率

（ 年度஛）

൲൦処理人口普ӏ率

（ 年度஛）

᫩用൦の確保や生活੎൦の処理など、ᘓ生的な

生活環境は維持されていると࣬う市民の割合 （ 年度）

市民意識調査

基本構想でめざす

姿や状態 
○᫩用൦の確保や生活੎൦の処理などにより、ᘓ生的でࣛ適な生活環境になること。

○情報通信২ᘐを利用できる環境になること。

○安らƗのあるকいの場として、公טや広場などを安心して利用できること。

基本目標３ 安全と安心のまち
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【施策の体ኒ】 【施策の方向】

Ĭ総合的なҔၲ体

制を確保する

ĭ効率的で利用し

やすいҔၲ体制を

整える

Ҕࠖを確保するための働きかけを行っていくとともに、中ఋ၏ᨈや地域がんᚮၲ連携拠

点၏ᨈとしての体制整備へのૅੲを行います。

૔࣯業務については、専門性の向上、૔࣯車の適正利用の普ӏգ発等にѐめるとともに、

૔࣯Ҕၲ体制の確保を図ります。また、᲻ᲿᲾの普ӏにѐめ、૔ԡᜒ፼会等の実施によ

り、応࣯処置実施率の向上を図るとともに、ྂᘉを広くԠƼかけるなど、市民の協力確

保にѐめます。

៲ᡈにかかりつけҔやかかりつけᕤ局を持つことの普ӏにѐめるとともに、ᅦᅍҔၲ制

度を実施するなど、効率的で利用しやすいҔၲ体制を整えます。

また、市で運営しているᚮၲ所などについては、運営管理にかかる費用対効果や適正な

ᣐ置・体制など、そのあり方の見直しを図ります。

【めざす姿や状態にᡈƮくためのஓましい取組】

取組の主体 取組内ܾ

市民

○かかりつけҔ、かかりつけᕤ局の意፯を理解する

○かかりつけҔ、かかりつけᕤ局を持つ

○૔ԡ২能・応࣯手当を学፼する

○ྂᘉに協力する

各ᆔׇ体等

（ ᳽大学等含ǉ）

○中ఋ၏ᨈや開業Ҕの役割分担等、地域Ҕၲ体制をϐ構ሰする（Ҕࠖ会等）

○市民にᕤの重ᙐによるᕤ害のүᨖ性をգ発する（Ҕࠖ会、ᕤдࠖ会等）

○Ҕၲ施設の充実やҔၲࢼ事者の確保を図る（Ҕࠖ会等）

○Ҕၲ機関の利用についてध者の意識ો᪃にѐめる（Ҕࠖ会等）

○高ᱫ者などをҔၲ機関までᡛᡇするサービスを行う（᳈᳊᳉ׇ体、Ҕၲ機関等）

○ྂᘉ運動をਖ਼進する

事業者等

（生産者等含ǉ）

○市民にᕤの重ᙐによるᕤ害のүᨖ性をգ発する（ᕤ局等）

○応࣯手当を学፼する（事業所等）

○ྂᘉに協力する（事業所等）

○᲻ᲿᲾの設置を進める

行政機関

○地域Ҕၲ体制のϐ構ሰに協力する

○Ҕࠖ育成のためڜ学金制度のо設等の検討を行う

○市民にᕤの重ᙐによるᕤ害のүᨖ性をգ発する

○૔ԡ২能ᜒ座を行う

○᲻ᲿᲾの設置を進める

政策３ Ჯ

政策（Ჯ） 安心できͤࡍを保てるҔၲ体制

【現状と課題】
○Ҕࠖの状況

人口 ɢ人あたりのҔࠖ数は、平成２２年஛で、能代市では 人であり、全国平ר 人、秋田県平ר

人を上ׅっています。能代ޛ本ח域では、᰺ᣓᅹや産ᅹ、ݱ児ᅹなど特定のᚮၲᅹのҔࠖが不足しているた

め、Ҕࠖ確保の取組が求められますが、市Ʃけでは׉ᩊな状況です。県では、地域Ҕၲにࢼ事しようとするҔ学生や

研修Ҕなどへの修学・研修資金᝱ɨ制度や、ドǯターȐンǯなど、Ҕࠖ確保のための取組を行っています。

○地域の中ఋ၏ᨈ

二次Ҕၲחである能代ޛ本ח域では、ޛ本組合総合၏ᨈと能代ޛ本Ҕࠖ会၏ᨈ、秋田社会保ᨖ၏ᨈが૔࣯告ᅆ၏ᨈと

なっており、地域Ҕၲの中心的な役割を果たしています。

○地域がんᚮၲ連携拠点၏ᨈにޛ本組合総合၏ᨈ

地域がんᚮၲ連携拠点၏ᨈは、全国どこでもឋの高いがんҔၲが受けられるように、二次Ҕၲחに１ሖ所ᆉ度、がん

Ҕၲの充実をめざして、がん対策基本ඥӏƼがん対策ਖ਼進基本計画にもとƮき、整備がਖ਼進されています。専門Ҕや

設備などのᚮၲ体制、ध者や家ଈなどへのႻᛩૅੲ体制や、緩和Ǳアȁームが整備されている၏ᨈが対ᝋとなり、能

代ޛ本ח域ではޛ本組合総合၏ᨈが指定されています。

○૔࣯Ҕၲの体制

能代ޛ本ח域では、広域的に૔࣯Ҕၲ体制を確保するため、休日ᚮၲのנ宅当ဪҔ制や、休日や夜間の૔࣯Ҕၲの確

保とᨼ中緩和のための၏ᨈ፭᠛ဪ制について、補яを行っています。普通૔ԡᜒ፼や᲻ᲿᲾᜒ፼による᲻ᲿᲾ（自動

体外ࡸᨊኬ動֥）のჷ識の向上や、ྂᘉの協力など、市民が៲ᡈに取り組める分᣼もあります。

○૔࣯業務の状況

૔࣯業務は、能代ޛ本ח域で広域的に実施しています。૔࣯Ј場件数は、依然として増加ͼ向にあり、Ⴧに૔࣯車を

必要とする人のためにも、૔࣯車の適正利用が求められます。本市で活動するᲰӨの૔࣯自動車はすべて高ᙹ఍૔࣯

自動車です。ൢ 管਴管、ᕤд৲ɨ等、高度な૔ԡ処置を行う૔࣯૔ԡٟの᫱成により૔࣯対応の向上を図っています。

○៲ᡈなかかりつけҔ

၏ൢのときや体調をߐしたときに、៲ᡈにႻᛩできる၏ᨈやᚮၲ所のかかりつけҔを持っていると、၏ഭや体ឋなど

をჷっていることで安心してᚮてもらうことができます。必要なときは、適Џな専門Ҕに必要な情報をชえてኰʼし

てもらえることで、ᚮၲや検査、ᕤの重ᙐをᢤけることができ、၏ᨈとҔᨈ・ᚮၲ所の役割分担や、Ҕၲ費の抑制に

もつながります。Ҕၲ機関を᠃ŷとするドǯターショッピングは、Ҕၲ費の増加につながるƩけでなく、ᕤ害のおそ

れもあるため、適正な受ᚮが求められます。

○ᅦᅍҔၲ制度の状況

ᅦᅍҔၲ制度は、ʐ࠷児ӏƼݱ学生、ƻとりᚃ家ࡊの児童、高ᱫの៲体ᨦがい者、重度の心៲ᨦがい者に、Ҕၲ費の

я成を行っています。基本的には県のя成制度を活用して実施していますが、܇育てૅੲの一環として、ʐ࠷児のя

成対ᝋを市཯自で一部ਘ大して実施しています。

○ᚮၲ所の状況

地域Ҕၲの確保のため、合併時から４ᚮၲ所と１Јࢌ所を、直営や民間ۀᚠで運営してきましたが、平成 年

உ஛に݈ఌᚮၲ所ᆔపЈࢌ所を廃止しました。他のᚮၲ所も施設の老朽化が進み、利用者が減少ͼ向にあるなど、財

政᩿の課題をৼえています。

【めざす目標指標】

指 標 現 状 Ჯ年後の目標

（平成２Ჳ年度）

備 ᎋ

៲ᡈなかかりつけҔを持っている市民の割合

（ 年度）

市民意識調査

៲ᡈなかかりつけᕤ局を持っている市民の割

合 （ 年度）

市民意識調査

基本構想でめざす

姿や状態 
○៲ᡈにかかりつけҔがいて、ൢ᠉にႻᛩでき、必要なときに必要なサービスや高度なҔၲを受

けられること。

○៲ᡈにできる૔ԡ২能やྂᘉなどが、地域Ҕၲをૅえること。

基本目標３ 安全と安心のまち
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【施策の体ኒ】 【施策の方向】

Ĭʼ護保ᨖ制度を

適正に運用する

ĭ国民ͤࡍ保ᨖ制

度を適正に運用す

る

Į高ᱫ者Ҕၲ制度

を円๖に進める

į国民年金制度を

円๖に進める

İ生活׉ᇀ者の自立

をૅੲする

ʼ護保ᨖをͤ全で安定的に運営していくため、ʼ護ዅ付費や保ᨖ料の負担を抑えること

ができるよう、地域Ѽਙૅੲセンターを中心にʼ護予防の取組を効果的に実施するなど、

制度の適正な運用を図ります。

Ҕၲ費の˦Ƽや保ᨖ税の負担を抑え、国民ͤࡍ保ᨖをͤ全で安定的に運営していくため、

生活፼ॹ၏を予防するための特定ͤࡍᚮ査や特定保ͤ指ݰ、ଔ期発見やଔ期治ၲのため

のがん検ᚮ等の保ͤ事業、保ᨖ税の収納対策等を実施するなどにより、制度の適正な運

用を図ります。

高ᱫ者Ҕၲ制度の安定的な運営が図られるよう、保ᨖ料負担などのԗჷにѐめ、制度を

円๖に進めていきます。

国民年金の手続きを適Џに実施するとともに、年金Ⴛᛩや制度ԗჷにѐめ、制度を円๖

に進めていきます。

生活׉ᇀ者には、生活保護制度などの必要なੲяを適正に実施するとともに、Ⴛᛩੲя

活動を通じて、自ᇌできるようૅੲをします。

【めざす姿や状態にᡈƮくためのஓましい取組】

取組の主体 取組内ܾ

市民

○ʼ護やͤࡍのपみがあったらৼえ込まƣにႻᛩする

○ʼ護保ᨖの制度を理解し、適正に利用する

Ʈくりにѐめるࡍͤ、保ᨖの制度を理解しࡍͤ○

各ᆔׇ体等

（ ᳽大学等含ǉ）

○៲ᡈなႻᛩ所をԗჷする（Ȝȩンティアׇ体、᳈᳊᳉ׇ体等）

○ʼ護保ᨖ制度をգ発する（Ȝȩンティアׇ体、᳈᳊᳉ׇ体等）

Ʈくりの学፼や取組にѐめる（市民グルーȗ等）ࡍͤ○

○Ҕၲとᅦᅍの連携を図るとともに、ʼ護予防対策をᜒじる（Ҕࠖ会、ᅦᅍ施設等）

事業者等

（生産者等含ǉ）

○要ʼ護度に応じた適正なʼ護サービスを੩̓する（ǱアȞȍジȣー、ʼ護事業者等）

○ʼ護保ᨖ事業所を適正に運営する（ʼ護事業者等）

保ᨖや年金の手続きを適正に行うࡍ業員のͤࢼ○

行政機関

○社会保ᨦ制度のԗჷをࡁ࣋する

○ʼ護保ᨖ制度をૅえる人஬を育成する

○ʼ護事業者を指ݰする

○ʼ護保ᨖ制度をգ発する

政策３ Ჰ

政策（Ჰ） 不安のない生活をૅえる社会保ᨦ制度

【現状と課題】
○ʼ護保ᨖのʼ護ዅ付費が増加

高ᱫ者の増加とともに、要ૅੲ、要ʼ護ᛐ定者が増えています。制度の普ӏとともに、民間のʼ護サービス基

盤が整備されて利用も増え、ʼ護ዅ付費の˦Ƽとともに、保ᨖ料も増加しています。特別᫱護老人ホームなど

のʼ護保ᨖɤ施設、ᛐჷၐ対応のグルーȗホームなどのއ住ኒサービス基盤はあまり増えてはいませんが、ჺ

期入所や有料老人ホーム、ݱᙹ೉ٶ機能型などの整備が進み、ʼ護サービス基盤全体としては充足している状

況にあります。施設の増加は保ᨖ料のࡽき上ƛにつながることから、慎重に進める必要があります。

○国民ͤࡍ保ᨖのҔၲ費が増加

ᘮ保ᨖ者の高ᱫ化やҔၲの高度化などにより、一人当たりのҔၲ費が増加しています。また、今後、ׇجのɭ

代の高ᱫ化が進ǉにしたがってҔၲ費が増大することが見込まれます。このような中で、Ҕၲ費の˦Ƽを抑え

るために、ኄބ၏などの生活፼ॹ၏予防を目的とした特定ͤࡍᚮ査（ȡタȜͤᚮ）や特定保ͤ指ݰ、ଔ期発見・

ଔ期治ၲのための定期的ながん検ᚮ等の受ᚮ̟進、ͤࡍのために生活፼ॹをોծする意識ᣱ成等の取組が必要

となっています。

○後期高ᱫ者Ҕၲ制度

平成 年度から ബ以上を対ᝋとした後期高ᱫ者Ҕၲ制度が設けられ、県内全市町村で構成する広域連合

がその実施主体となっています。市では、保ᨖ料のࣉ収、各ᆔ届Јの受理や申請を受け付けています。

○年金ᚡ᥵に関するႻᛩ

ᢅӊのᚡ᥵がӒପされていない年金ᚡ᥵բ題が指ઇされており、日本年金機構では信頼ׅࣄのための取組を進

めています。市では、年金事務所と協力・連携し、国民年金の各ᆔ手続きやႻᛩを受け付けています。

○生活保護ɭ࠘が増加

本市の生活保護の状況は、高ᱫ化により高ᱫɭ࠘が増加ͼ向にあるほか、ᨽ用情Ѭの厳しさから׉ᇀ状態にあ

る中年ޖや、ٶ重債務をৼえるɭ࠘、ችᅕ၌धでݼіできないᒉ年者など、稼働できる年ᱫにあるɭ࠘も増加

しており、人口にҩめる保護率も上ଞしてきています。

【めざす目標指標】

指 標 現 状 Ჯ年後の目標

（平成２Ჳ年度）

備 ᎋ

ᛐ定者のうち、要ʼ護２᳸Ჯの割合

（ 年度）

高ᱫ者人口に対する自ᇌ高ᱫ者率

（ 年度）

基本構想でめざす

姿や状態 
○社会保ᨦ制度が整っていて、安心して日ࠝ生活をᡛれること。

○ʼ護などが必要になったときに、必要なサービスやੲяを受けられること。

基本目標３ 安全と安心のまち
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【めざす目標指標】

指 標 現 状 Ჯ年後の目標
（平成２Ჳ年度）

備 ᎋ

市職員は日᪭ˁ事をよくやっていると࣬う市
民の割合 （ 年度）

市民意識調査

定員適正化計画に基Ʈく職員数 人
（ 年度）

人

市税の収納率（現年度分）
個人市民税
ඥ人市民税
固定資産税
᠉自動車税

（ 3 年度）

市の財政状況などについて情報੩̓が行われ
ていると࣬う市民の割合 （ 年度）

市民意識調査

【施策の体ኒ】 【施策の方向】

Ĭ効果的で適Џな
住民サービスを行
う

ĭ効率的で適Џな
行財政運営を行う

Į税収や新たな財
源など収入を確保
する

į国・県との連携や
広域的連携を強化
する

İ高等教育機関な
どとの交流・連携を
進める

ı政策課題に対応
できる人஬を確保
する

各ᆔ届Јや申請受付を行う総合窓口や、休日や夜間も開設する市民サービスセンターなど、
効率的で利便性のあるサービスを行います。新ᙹシステムのݰ入は、情報システムの適Џな
運用とそのセキュリティにѐめながら、費用対効果を見ಊめて対応し、効果的で適Џな住民
サービスを行っていきます。
庁舎の整備については、行政Ǿーンにある଒ธ؉第二ݱ学校跡地を含ǉ現נ地に整備するこ
ととし、住民サービスの向上や事務処理の効率性、防災機能等、庁舎として必要な機能を備
えつつ、できる限りኺ費を押さえながら整備を進めます。

業務᣽と職員数のȐȩンスをᎋॾし、第２次定員適正化計画を進めるとともに、行政が担う
役割の見直しや施設の統廃合、能代Ȟȍジȡントシステムのਖ਼進、各ᆔׇ体の事務局移管や
民間活力ݰ入など行財政ો᪃大ዠの検証を行い、ࡽき続き行財政ો᪃をਖ਼進します。
統廃合により生じる跡地・空き施設については、後年度の財政負担へのࢨ᪪をᎋॾし、解体
や٥Ҳなどによる財産処分を基本としながら、市全体や各地域のまちƮくりの視点を踏まえ
た上で必要な施設をҗ分見ಊめ、利活用などを検討します。
また、入札・契約制度を適Џに実施するとともに、財政状況をわかりやすく情報੩̓してい
くなど、効率的で適Џな行財政運営を行っていきます。

税負担の公平性や信頼性を確保するため、県と連携した広域的な滞納整理の取組や、税外収
入も含めた庁内の連携を進め、収納対策の強化を図ります。
また、新たな収入源を確保するため、市有財産を活用した広告料収入やச利用地の٥Ҳなど
を進めるとともに、受益と負担の適正化を図るため、使用料などの見直しを検討します。

地域の活性化をより効果的に進めていくため、国や県と協働しながら取り組んでいくととも
に、広域的な地域間の連携強化を図ります。

政策課題などに取り組んでいくため、ங஬高度加߻研究所をはじめ、県内の大学や研究機関、
民間企業などと情報交੭や共同研究を行うなど、高等教育機関などとの交流・連携を進めて
いきます。

限られた人員の中で、職員の能力をஇ大限に発ੱできるよう、組織機構の見直しや適஬適所
のᣐ置を行うとともに、職員一人ƻとりの意ഒを高めるˁ組みƮくりに取り組みます。
地域主ೌો᪃に伴う政策課題等に対応できるよう、政策࢟成能力や専門ჷ識を有する人஬の
੔用や育成を図ります。また、一定の期間において専門的なჷ識・২能が必要とされる職ᆔ
には、˓期付職員の੔用を検討します。

【めざす姿や状態にᡈƮくためのஓましい取組】
取組の主体 取組内ܾ

市民
○納税に関してೌ利と፯務の意識を持つ
○行財政の状況に関心を持つ
○市や市ᜭ会の広報に目を通す

各ᆔׇ体等
（ ᳽大学等含ǉ）

○市との協働を含め、地域の課題解決に自主的に取り組ǉ（自治会・町内会等）
○行政では対応がᩊしい新たな課題を解決するための取組を行う（᳈᳊᳉ׇ体等）
○活動のࠢを広ƛ、市民をࠇき込んƩ取組を行う（᳈᳊᳉ׇ体等）

事業者等
（生産者等含ǉ）

○指定管理者制度などで民間のȎウハウを੩̓する
○広報や公共施設などに広告を載せる
○市職員の研修に協力する

行政機関

○市職員の意識や資ឋの向上を図る
○国・県・市が情報を共有する
○行政の担う役割を見直しし、組織・機構を検討する
○広域的な滞納整理に取り組ǉ

政策３ ７

政策（７） 効率的で住民サービスに資する行財政基盤

【現状と課題】
○今後の財政運営に厳しさ
市税は、固定資産の評価替えなどにより今後も減収が見込まれます。
普通交付税の合併算定替えの特例措置が平成２８年度から段階的に減額になり、３２年度で終了した場合は、普通交付税と
臨時財政対策債を合わせて現行制度では約８億円減少することから、将来的には厳しい財政状況が想定されます。

○行財政のスリム化、職員数の減少
本市は、依然として厳しい財政状況にあり、将来的にはさらに厳しくなることが予想されます。第 次定員適正化計画で
は、退職者の補充抑制などにより、平成２３年度以降、職員数を１２７人削減し平成３３年度には １３人とすることにし
ています。限られた財源、人員の中で行政が担う役割や組織・機構の見直し、施設の統廃合、民間活力の活用などを進めな
がら、社会の変化に迅速かつ柔軟に対応していく必要があります。

○学校統合などに伴う跡地・空き施設
学校統合などに伴い、利用されない土地建物が生じています。この土地建物を別の用途で使用する場合は、後年度に財政負
担が生じることになるため、市全体や各地域の課題解決の視点を踏まえながら、慎重に対応していく必要があります。

○地域で異なるサービスや制度の調整
合併前の能代市と二ツ井町で異なっていたサービスや制度の統合が進みましたが、一部残っているものもあります。

○収納対策の連携強化
国の税源移譲の実施により、地方税の重要性が増す中で、税収確保と税負担の公平性の確保が重要となっています。市税等
の納めやすい環境作りとして、商店街のポイントカードの活用や、コンビニ・郵便局での納付、口座振替の利用などを進め
ています。定期的な夜間・休日窓口の開設や納税誓約なども取り組んでいますが、誠意のない滞納者には財産状況などを調
査し、差押えを行っています。さらに、秋田県地方税滞納整理機構へ参加し、県や他市町村と連携した滞納処分等にも取り
組んでいます。また、市営住宅家賃や保育料などの税外収入を含めた収納状況について、庁内で共有・連携を図りながら、
合同催告等の取り組みを進めています。

○新たな収入源の確保
市では、新たな収入源の確保を図るため、市有財産の活用や有料広告の掲載を進めており、広報のしろ、ホームページへの
広告掲載を行っています。有料広告の媒体となることが可能なものから取組を進めています。

○総合窓口、市民サービスセンターの開設
市民ホールに総合窓口を開設し、戸籍・住民異動届のほか、国保や国民年金、児童手当などの申請受付や、税証明の発行も
しています。市民の利便性の向上と中心市街地の交流人口の増加、市役所の駐車場不足の緩和を図るため、イオン能代店に
市民サービスセンターを開設し、休日や夜間も窓口業務を行うことにより、ショッピング後や市役所の閉庁後の住民票や印
鑑証明の発行、市税の納付などができます。

○情報システムの稼働と個人情報のセキュリティ
市民の利便性の向上や庁内業務の効率化のため、迅速かつ正確に事務処理できる住民情報システムや内部情報システムとそ
の安定稼働は、必要不可欠なものになっており、災害時にも対応できる体制が求められます。個人情報保護のため、データ
の漏えい防止は特に重要であり、ハードウェアやソフトウェアの安全管理とともに、職員の情報セキュリティ意識の向上が
必要となっています。

○庁舎の状況
行政サービスの拠点である市庁舎は、老朽化により維持補修費がかさんでいるほか、分散しているため目的の場所がわかり
にくく、駐車場も不足しているなど、来庁者にとって不便となっていることから、庁舎整備の検討を行っています。

○入札・契約制度の状況
入札などの手続きは、原則として応募型指名競争入札、条件付一般競争入札、公開調達により行っています。入札結果の公
表や、指名業者の事後公表など、入札・契約制度の透明性の確保を図っています。平成２４年度からは能代地域と二ツ井地
域における入札制度をすべて統一しました。

○広域的な連携、大学などとの連携
地方自治体の主体性がより尊重されるとともに、広域的な連携が求められています。国・県・市がそれぞれの役割を担い、
協働しながら地域活性化に取り組んでいます。大学では、地域との共生をめざしており、市もまた、専門性が求められる政
策課題への対応や、地域の課題解決のため、高等教育機関や研究機関などの協力を必要としています。

基本構想でめざす

姿や状態 
○職員の能力を生かし、効率的な事務処理や適正な個人情報管理などにより、行政の信頼度が高
いこと。

○受益と負担の関係が公平であり、市税をはじめ収入を確保できるなど、将来にわたって行財政
運営を持続できること。

○国・県や大学、民間企業などとの連携や、他の地域との広域的な協力により、地域の課題が解
決できること。

○財政状況や契約状況など、行政情報の透明性が高いこと。

基本目標３ 安全と安心のまち
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